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Consideration on the development of real estate policy legislation
Toshikazu Suto
The purpose of this paper is to focus on the legislative field of real estate policy in Japan and consider 
it from a historical perspective. The author refers the legislations targeting real estate which are related to 
urban land use as real estate policy legislations.
The structure of this paper is as follows : Chapter 2 gives a bird's-eye view of the historical development 
of real estate policy legislations and extracts its characteristics and achievements from its relationship with 
Japanese economy and society.
Chapter 3 discusses the transformation of land policy and the real estate policy legislations.
In Chapter 4, among the recent real estate policy legislations, the author extracts "Special Land Law of 
Unknown Owner", "Civil Law (Inheritance Law)", "Urban Regeneration Special Measures Law" and rental 
housing related legislations which are classified as those that have contemporary characteristics in relation 























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































次に、同法の 2011（平成 23）年 6 月
24 日法律 74 号改正）によりサービス付
き高齢者向け住宅（通称「サ付」、「サ高
住」）の登録制度が創設された。これは、
高齢者向けの賃貸住宅又は有料老人ホー
ムに高齢者を入居させ、状況把握サービ
ス、生活相談サービス等の高齢者が日常
生活を営むため必要な福祉サービスを提
供する事業を行う者は、都道府県知事の
登録を受けることができることとしたも
のであり、高齢者向けの住宅と施設に関
する制度を一元化したものである。
さらに、住宅確保要配慮者（低額所得
者、被災者、高齢者、障害者、子どもを育
成する家庭等）に対する賃貸住宅の供給
の促進を目的とする「住宅確保要配慮者
に対する賃貸住宅の供給の促進に関する
法律」が 2007（平成 19）年に制定され、
同法の 2017（平成 29）年改正により、空
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き家等を住宅確保要配慮者の入居を拒ま
ない賃貸住宅（セーフティーネット住宅）
として賃貸人が都道府県等に登録する制
度を創設し、国や地方公共団体による各
種の支援措置を講じることとした 65）。
（3）住宅問題における不動産政策立法の
機能
住宅問題は、立法のみによって解決で
きるものではないことは、改めて指摘す
るまでもないであろう。例えば、賃貸住
宅政策においては、法律に基づかない、
いわゆる予算措置として地域優良賃貸住
宅制度が講じられている 66）。
したがって、不動産政策立法として
は、税制、財政、金融など他の政策手段
との間の連携（手段間の連携）や、行政・
事業者・団体・個人という関係主体との
間の連携（主体間連携）を一層拡充・強
化しつつ、これまで導入されてきた類型
や方式に加えて新たな類型・方式の創出
を図っていく必要があると考える。
65） 都道府県等は、国が運用するセーフティネット住宅情報提供システムを通じて登録住宅の情報開示を行うと
ともに、要配慮者の入居に関し、賃貸人を指導監督する。登録住宅の改修費に対し、国・地方公共団体が補助
するとともに、住宅金融支援機構の融資対象とする。要配慮者の家賃債務保証料や家賃低廉化に国・地方公
共団体が補助する。地方公共団体、不動産関係団体、家主、居住に係る支援を行う団体が構成する居住支援協
議会の活動の中核となる居住支援法人（NPO 等）を都道府県が指定して援助する。適正に家賃債務保証を行
う業者について、情報提供を行うとともに、住宅金融支援機構の保険引受けの対象に追加する。生活保護受給
者の住宅扶助費等について代理納付を推進する。
66） その内容については脚注60参照。
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